
証券コード　7277

2020年６月10日

株　主　各　位
東京都町田市南成瀬四丁目21番地１

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ
取締役社長 岸 　 高 明

第84回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第84回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご通知申しあげます。

　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会に

つきましては、株主総会当日のご来場を極力お控えいただき、後記の

株主総会参考書類をご検討のうえ、以下のいずれかの方法によって、

可能な限り事前に議決権を行使してくださいますようお願い申しあ

げます。

〔書面（議決権行使書）による議決権行使の場合〕

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2020年６月25日

（木曜日）午後５時15分までに到着するようご返送ください。

〔インターネット等による議決権行使の場合〕

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセス

していただき、画面の案内にしたがって、2020年６月25日（木曜日）午後５時15

分までに議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネット等による議決権行使に際しましては、４頁の「インター

ネット等による議決権行使のご案内」をご確認いただきますようお願い申しあげ

ます。

敬　具

記

１．日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都町田市原町田三丁目２番９号

ベストウェスタン　レンブラントホテル東京町田

地下１階　珊瑚の間

（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえご来場ください。）
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３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第84期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第84期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役５名選任の件

第２号議案 監査役３名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

　議決権行使書面とインターネット行使により、重複して議決権を行使され

た場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものとして取り扱わ

せていただきます。

　インターネット等により、複数回にわたり議決権を行使された場合は、

後に行使されたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以　上



　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。また、紙資源の節約のため、「本招集ご

通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表及び個別注記表につ

きましては、法令及び当社定款第16条に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（http://www.tbk-jp.com/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提

供書面には記載しておりません。したがいまして、本招集ご通知の提供書面は、

監査役会及び会計監査人が監査報告及び会計監査報告の作成に際して、監査をし

た連結計算書類及び計算書類の一部であります。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tbk-

jp.com/）に掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ

本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自

身の体調をお確かめの上、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来

場賜りますようお願い申しあげます。体調がすぐれない株主様におかれまして

は、どうぞご無理をなさらぬようお願い申しあげます。

壇上の当社役員及び本会場のスタッフは検温を含め体調を確認のうえ、マス

ク着用で対応いたします。会場内には株主様のための消毒液を設置いたしま

す。また、受付前にサーモグラフィーを設置し、体温が高い方や体調不良と見

受けられる方には、当社スタッフがお声掛けをして入場をお控えいただくこと

がございます。その他にも感染予防のための措置を講じておりますので、ご理

解とご協力をお願い申しあげます。

今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.tbk-jp.com/）に掲載いたしますの

で、ご確認いただきますようお願い申しあげます。
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インターネット等による議決権行使のご案内

行使
期限

2020年６月25日（木曜日）

午後５時15分入力完了分まで

QRコードを読み取る方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力すること

なく、議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否

をご入力ください。

QRコードを用いたログインは１回
に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用い

ずに議決権を行使する場合は、右の「ログ

インID・仮パスワードを入力する方法」を

ご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQR

コードを読み取ってください。

1

2

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見本

見本※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登

録商標です。

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決

権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決

権行使をされた場合は、 後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従っ

て賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイト

にアクセスしてください。

新しいパスワードを登録

する。
「新しいパスワー
ド」を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載

された「ログインID・仮

パスワード」を入力しク

リックしてください。

「ログインID・仮パ
スワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

1

2

3

4

パソコンやスマートフォンのインターネット等のご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトが

ご利用できない場合があります。

インターネット等による議決権行使に関するお問い合せ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における世界経済は、長期化する米中貿易摩擦については

部分合意がなされるなど、短期的には沈静化が図られている一方で、新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響など先行き不透明な状況で推移し、減速感が強

まっております。

当社グループの関連するトラック製造業界は、普通トラック（積載量４ト

ン以上）の国内登録台数は、91,857台と前年度比で0.4％増加したものの、

アセアンを中心とした輸出は需要縮小の影響などにより弱含みで推移しま

した。また、建設・産業機械業界は、国内においてはインフラ関係需要が堅

調に推移したものの、中国向けを中心とした輸出が弱含みで推移しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、51,340百万円（前年度比4.3％

減）となりました。これは、国内での売上減少に加え、海外での売上高も減

少したことによるものです。

損益面につきましては、北米事業の収益回復への注力及び生産性向上、費

用抑制を実施したものの、国内外の売上高減少による減益をカバーすること

ができず、営業利益は、1,261百万円（前年度比16.3％減）となりました。

経常利益につきましては、補償費の計上や中国合弁会社からの持分法によ

る投資利益の減少などにより、944百万円（前年度比39.2％減）となりまし

た。

上記の事業の状況を地域別に見ますと、以下のとおりであります。

（日本）

工作機械メーカーである株式会社サンテックの連結化により業容が拡大

した一方で、前期まで好調であったポンプ関連製品やエンジン関連加工部品

の需要が米中貿易摩擦に起因して減少したことにより、日本セグメントの売

上高は、31,513百万円（前年度比2.3％減）となりました。
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損益面につきましては、生産合理化・費用合理化に取り組んだものの、大

幅な売上高減少による減益により、同営業利益は、772百万円（前年度比

30.4％減）となりました。

（アジア）

タイにおいては、新規取引先との取引開始により商権拡大となった一方

で、既存製品の需要が米中貿易摩擦に起因して減少しました。

中国では、現地企業への商用車向けブレーキ製品の拡販が本格化するとと

もに、ブレーキ部品の販売が増加するなど、事業の拡大が続きました。ま

た、好調な摩擦材事業においては陝西省銅川市に新工場を建設し、更なる事

業の拡大を図っております。

インドにおいては、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、年度後半

の売上が落ち込みました。

以上により、アジアセグメントの売上高は、16,963百万円（前年度比7.3％

減）、同営業利益は、853百万円（前年度比12.3％減）となりました。

（北米）

北米事業の収益回復を重要課題に掲げ、生産や品質に絡むコストの正常化

に取り組みました。一方で、年度後半にかけ中国・インド向けの建産機需要

や北米向けのトラック需要の減少により、北米セグメントの売上高は、2,864

百万円（前年度比6.9％減）、同営業損失は、254百万円（前年度は、営業損

失450百万円）となりました。

このような状況のもと、当社及び当社連結子会社において、主に設備を対

象として将来の投資回収可能性を検討した結果、減損損失として3,632百万

円を特別損失に計上するなどしました。その主な内訳は、当社の減損損失

3,457百万円、当社連結子会社であるTBK America, Inc.の減損損失141百万

円であります。今後、この減損損失で実現した資産のスリム化、各種施策に

よる収益力の強化によって、一層の財務体質の健全化を図ってまいります。

これらの結果、親会社株主に帰属する当期純損失は3,116百万円（前年度

は、当期純利益1,029百万円）となりました。
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企業集団の売上・利益概況

セグメントの名称
第　83　期

2019年３月期

第　84　期

(当連結会計年度)

2020年３月期

前年度比

日 本
売上高

ブレーキ
百万円

16,132

百万円

16,669

％

3.5

エンジンコン

ポーネント他
16,124 14,814 △8.1

32,256 31,513 △2.3

営業利益 1,110 772 △30.4

アジア
売上高

ブレーキ 5,723 5,439 △5.0

エンジンコン

ポーネント他
12,579 11,524 △8.4

18,303 16,963 △7.3

営業利益 973 853 △12.3

北 米
売上高

ブレーキ ― ― ―

エンジンコン

ポーネント他
3,077 2,864 △6.9

3,077 2,864 △6.9

営業損失(△) △450 △254 ―

合 計
売上高 53,637 51,340 △4.3

営業利益 1,507 1,261 △16.3

（注）売上高につきましては、内部売上高を除いた外部顧客への売上高及び各地域に

おける営業利益（営業損失）を記載し、百万円未満を切り捨てた金額としてお

ります。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資額は、4,763百万円となりました。

　国内及びタイを中心とした新規受注に伴う設備投資、国内における品質

向上、生産合理化投資が主なものであります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中の資金調達につきましては、経常的な調達のみであり、

特筆すべき事項はございません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第　81　期
2017年３月期

第　82　期
2018年３月期

第　83　期
2019年３月期

第　84　期
(当連結会計年度)
2020年３月期

売 上 高 ( 百 万 円 ) 46,640 51,353 53,637 51,340

経 常 利 益 ( 百 万 円 ) 1,799 2,156 1,554 944

親会社株主に帰属する当期純利益
又 は 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ） ( 百 万 円 )

△82 1,033 1,029 △3,116

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ） ( 円 )

△2.80 35.23 35.09 △107.10

総 資 産 ( 百 万 円 ) 57,443 56,483 55,341 48,949

純 資 産 ( 百 万 円 ) 29,851 30,959 30,947 25,449

（注１）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年２月16日)

　等を第83期の期首から適用しており、第82期の総資産の金額については、当該会計基準

　等を遡って適用した後の金額となっております。

（注２）当連結会計年度より株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、「１株当たり当期純損

　失」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社及び関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

(連結子会社)

東 京 精 工 株 式 会 社 300百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ、エンジ
ン関連部品の製造販売

テ ィ ー ビ ー ア ー ル
株 式 会 社

375百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ部品、エ
ンジン関連部品の製造販売

木 村 可 鍛 株 式 会 社 95百万円 100.0％
ダクタイル鋳鉄品、可鍛鋳鉄
品、ねずみ鋳鉄品の製造販売

株式会社サンテック 50百万円 100.0％
機械設計業、金属工作機械製造
業、金属加工機械卸売業

ティービーケイ販売
株 式 会 社

160百万円 100.0％
ブレーキ部品、ポンプ、ポンプ
部品の販売

TBKK (Thailand)
Co., Ltd.

243百万
バーツ

94.8％
（5.6％）

ブレーキ、ポンプ、エンジン関
連部品の製造販売

TBK India
Private Ltd.

288百万
ルピー

80.0％
（20.0％）

ポンプの製造販売

TBK America, Inc.
23百万
米ドル

100.0％ ポンプの製造販売

Full Win
Developments Ltd.

15百万
香港ドル

100.0％ ブレーキライニングの販売

Dongguan TBK
Co., Ltd.

33百万
香港ドル

100.0％
（100.0％）

ブレーキライニング、ポンプの
製造販売

Changchun TBK
SHILI Auto Parts
Co., Ltd.

78百万
人民元

100.0％ ブレーキライニングの製造販売

Tongchuan TBK
Auto Parts Co., Ltd.

87百万
人民元

100.0％
（100.0％）

ブレーキライニングの製造販売

 (持分法適用関連会社)

Changchun FAWSN TBK
Co., Ltd.

160百万
人民元

40.0％ ブレーキの製造販売

（注）　１．出資比率の（　）内は間接所有割合であります。

２．前連結会計年度において非連結子会社であったTongchuan TBK Auto Parts Co., 

Ltd.は、重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループでは「お客様に喜んで頂く商品をつくり、社会に貢献する」を経

営理念に掲げ、社会のニーズを先取りした提案型の営業、製品開発、設計、生産

を行うとともに、製品の安全性を高め、しっかりとした品質が保証できるものづ

くりに真摯に取り組み、広く社会にとって必要な企業であり続けることが、株主

の皆様をはじめ、当社を取り巻くすべてのステークホルダーにとって、真の企業

価値の向上をもたらすものと考えております。

今般の国内商用車需要の伸び悩みと中国向け建産機需要の減少に加え、製品構

成の変化等により、当社グループの日本国内での収益基盤は悪化しております。

また、海外においても競合他社との激しいコスト競争が続く一方で、世界的な

合従連衡やそれに伴うサプライチェーンの変動、EV化等大きな変革期を迎えてお

ります。

こうした環境変化に的確に対応するため、「第14次中期経営計画」（以下、「14

次中計」といいます。）では「既存事業の収益性回復」と「次世代を見据えた事

業基盤の創出」に経営資源を集中しつつ、「収益力の強化」、「先端技術への対

応及び開発力の強化」、「収益ソースの拡大」、「経営インフラの整備」といっ

た経営方針に基づき、更なる企業価値の向上を目指してまいりました。

今般の新型コロナウイルスの世界的な感染拡大と世界経済の混乱、それを受け

た需要の伸び悩み等の当社事業への影響を勘案し、14次中計の２年目以降の計画

見直し等の対応を進めてまいります。

① 収益力の強化

　お客様の海外生産シフトやアジアを中心とした新興国市場の成長が見込まれる

中、売上規模に応じた生産体制の再構築と効率化を進め、収益基盤の抜本的な改

善に繋げてまいります。

　中国においては、新設した工場や合弁会社を通じて事業の拡大に努め、タイ・

インドにおいては、コロナショックからのいち早い回復を進めるための体制作り

に注力してまいります。

　一方、アメリカ現地子会社は、品質に絡むコスト増から立ち直りつつあるもの

の、未だ黒字化には至っておりません。主要経費の一層の削減、現場作業の標準

化徹底・底上げ等に努め、早期黒字化に繋げてまいります。

② 先端技術への対応及び開発力の強化

　環境経営の一環から、燃費改善・CO2削減に関する技術として、中・小型商用車

向けエンジンアシストシステムを自社技術にて開発し、各車両メーカーへの売込

みを進めております。また、商用車の中でもxEV（各種電動車）化への動きが顕著

であり、冷却・潤滑用電動ポンプの高圧力・高効率化を推進するとともに、サー

マルマネジメント（熱コントロール）システムを実現する製品の開発を推進して

おります。
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　さらに、昨年韓国のSangsin Brake Co., Ltd.と技術提携契約を締結すること

で、商用車におけるディスクブレーキにも対応しております。

　今後は商用車メーカーの動向把握に努め、自社開発、業務提携等により更なる

新製品の開発、拡販に繋げてまいります。

③ 収益ソースの拡大

　2020年４月１日付で事業戦略推進室を「事業戦略部」に組織改編し、当社グル

ープの技術、ノウハウを生かした新規事業の創出に取り組んでおります。今後は

部品鋳造やロボットの導入支援事業を皮切りに、ロボット業界への参入の準備を

進めてまいります。

また、当社グループ会社でありダクタイル鋳鉄の技術を持つ木村可鍛株式会社

や工作機械メーカーである株式会社サンテックを有効活用し、新たな収益ソース

の拡大にも取り組みます。

　さらに、タイではアルミ部品事業の拡大、ソフトウェア開発・販売、その他の

新規事業に挑戦してまいります。

④ 経営インフラの整備

　コーポレートガバナンスのさらなる強化のため、内部統制システムの構築・運

用及び取締役会の監督機能に専門的知見を有する社外取締役として、初めて弁護

士を候補者として選任しております。

　また、企業の競争力の源泉は人材にあるとの認識のもと、グローバルにも活躍

できる、より優秀な人材を安定的に確保・育成できる基盤を構築するための新人

事制度を2020年４月から導入しております。本制度は、従来の総合職を３つのコ

ースに分け、経営幹部やグローバル展開に必要な人材を比較的短期で養成するコ

ースを新設する等、社員の自己実現や目的意識をもった働き方を推進してまいり

ます。

　減損処理等で実現した資産のスリム化や、上記方針の実行による財務体質の健

全化を一層推進し、14次中計の 終年度である2022年３月期に、連結売上高600億

円から650億円、同営業利益率５％から７％、ROE７％から９％の数値目標を目指

します。しかしながら、新型コロナウイルスによる世界経済への影響がどの程度

となるかを見極められない状況下、今後、この目標値を見直す可能性もございま

す。
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(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

各種自動車用・産業機械用のブレーキ、ウォーターポンプ・オイルポンプ・

電動ポンプ、エンジン関連部品の製造販売。

(6) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

①　当社

本 社 東京都町田市

福 島 工 場 福島県石川郡玉川村

②　子会社

東 京 精 工 株 式 会 社 福島県石川郡玉川村

ティービーアール株式会社 山形県鶴岡市

TBKK (Thailand) Co., Ltd. タイ国チョンブリ県

(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,990（710）名 △104（△95）名

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の年度末人員を外数で記載し

ております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

374（128）名 8（△2）名 39.9歳 13.1年

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の年度末人員を外数で記載し

ております。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,884百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 2,563

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,182

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 76,000,000株

②　発行済株式の総数 29,424,635株

③　株主数 16,072名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

い す ゞ 自 動 車 株 式 会 社 2,798千株 9.54％

B B H  F O R  F I D E L I T Y  P U R I T A N  T R :
F I D E L I T Y  S R  I N T R I N S I C
O P P O R T U N I T I E S  F U N D

1,800 6.14

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 1,610 5.49

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 )

1,599 5.45

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,423 4.85

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,423 4.85

三 菱 重 工 エ ン ジ ン ＆
タ ー ボ チ ャ ー ジ ャ 株 式 会 社

1,341 4.57

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 Ｅ 口 ）

961 3.28

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK
F U N D  ( P R I N C I P A L  A L L  S E C T O R
S U B P O R T F O L I O )

909 3.10

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 659 2.25

（注）１．持株比率は自己株式（99,651株）を控除して計算しております。

２．自己株式には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する、取締役

（社外取締役を含みます。）及び執行役員向けの株式給付信託（BBT）961,100株は含

まれておりません。

(2) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(3) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2020年３月31日現在）

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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③　その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(4) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

氏 名
会 社 に お け る
地 位 及 び 担 当

重 要 な 兼 職 の 状 況

岸 　 高 明
取 締 役 社 長
（ 代  表  取  締  役 ）

山 田 健 次
取 締 役 常 務 執 行 役 員
企 画 ・ 管 理 部 門 統 括
事 業 戦 略 推 進 室 担 当

小豆畑　　　智
取 締 役 常 務 執 行 役 員
国内・海外営業部門統括
生 産 管 理 部 担 当

佐 藤 　 勉

取 締 役 執 行 役 員
福 島 工 場 長 、 製 造 部 長
海 外 工 場 統 括
国内・海外技術部門統括
国内・海外品質部門担当
生 産 準 備 室 担 当
Ｔ Ｐ Ｓ 推 進 室 担 当

髙 橋 　 浩 取 締 役

山 崎 正 之 取 締 役

福 本 啓 介 常 勤 監 査 役

大 塚 啓 一 監 査 役 大塚公認会計士事務所代表

遠 山 　 彰 監 査 役 菱信データ株式会社代表取締役社長

（注）　１．取締役髙橋浩氏及び山崎正之氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役福本啓介氏並びに監査役大塚啓一氏及び遠山彰氏は、社外監査役であり

ます。

３．監査役の財務及び会計に関する相当程度の知見の事実

監査役大塚啓一氏は、1982年８月に公認会計士登録をし、長年監査法人にて監査実

務に携わるとともに代表社員を務められ、財務及び会計に関する専門的な知見を有

しております。

４．当社は、取締役髙橋浩氏及び山崎正之氏並びに監査役福本啓介氏、大塚啓一氏及び

遠山彰氏を東京証券取引所の規定に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
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②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分
報 酬 等
の 総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

人 数

基 本 報 酬 賞 与 株 式 報 酬 業績連動報酬

取 締 役 138百万円 128百万円 － 10百万円 － 6名

監 査 役 21 21 － － － 3

合 計
(うち社外役員)

159
(31)

149
(30)

－
(－)

10
(0)

－
(－)

9
(5)

（注）　１．取締役の報酬限度額は、2013年６月20日開催の第77回定時株主総会において、年額

350百万円以内と決議いただいております。

２．取締役（社外取締役を含みます。）に対する「株式給付信託（BBT）」の報酬限度

額は、2019年６月20日開催の第83回定時株主総会において、上記１．とは別枠で、

2020年３月末で終了する事業年度から2024年３月末で終了する事業年度末までの

５事業年度及びその後に開始する５事業年度ごとに、420百万円（うち社外取締役

分10百万円）以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、2006年６月23日開催の第70回定時株主総会において、年額

40百万円以内と決議いただいております。

４．株式報酬は、役員株式給付引当金の繰入額であります。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社は、2015年６月18日開催の第79回定時株主総会で定款を変更し、取

締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役の責任限定契約に関する規定

を設けております。

　当該定款に基づき当社が社外取締役及び監査役の全員と締結した責任限

定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める額のい

ずれか高い額としております。

④　社外役員に関する事項

１．取締役　髙橋　浩

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

該当事項はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会18回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

２．取締役　山崎　正之

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

該当事項はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会18回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

３．常勤監査役　福本　啓介

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

該当事項はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会18回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、15回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。
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４．監査役　大塚　啓一

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

大塚公認会計士事務所代表であります。

なお、当社は大塚公認会計士事務所との間に取引関係はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会18回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、15回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。

５．監査役　遠山　彰

1)他の法人等の業務執行取締役等の兼職の状況

菱信データ株式会社の代表取締役社長であります。

なお、当社は菱信データ株式会社との間に取引関係はありません。

2)他の法人等の社外役員の兼職の状況

該当事項はありません。

3)主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

4)当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会18回のうち全回出席し、議案の審

議に必要な発言を適宜行いました。また、15回開催された監査役会

に全回出席し、社外での経験や専門性を活かした発言を積極的に行

いました。

5)当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

該当事項はありません。
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(5) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 54百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

54

（注）　１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２．当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認

会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含

む。）の監査を受けております。

③　会計監査人の報酬等について監査役会が同意をした理由

　監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表している「会計監査人

との連携に関する実務指針」（平成30年８月17日 終改正）等を参考に、

取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手しかつ報告を

受け、会計監査人の監査計画の内容や職務執行状況、報酬見積りの算出根

拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額は相当であると判断いたし

ております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま

す。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、当社定款に基づき、責任

限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は

法令が定める額としております。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の整備についての決定

　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に

ついての決定内容は、以下のとおりであります。( 終改定　2016年３月22

日）

①当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

　当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアン

ス基本理念及びそれを具体化したコンプライアンス行動指針を定め、当社の

取締役及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周知徹底し

ます。

　当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則を制定し、それに基

づきリスク・コンプライアンス委員会を設置し、各部・工場よりコンプライ

アンスに関わる事項の報告を受け審議するとともに、重要な事項については

当社の取締役会に付議又は報告し、審議、決定する体制とします。また、コ

ンプライアンス教育を実施し、コンプライアンスの徹底に努め、取締役及び

使用人の法令・定款等の違反行為に対しては、リスク・コンプライアンス委

員会の勧告に基づき厳正に処分を行います。内部監査部門による監査を実

施し、取締役会に対して、コンプライアンスの状況を報告するとともに、そ

の体制の見直しを随時行います。

　社外取締役を選任し、取締役会の監督機能の強化、決議の公平性と透明性

を図ります。監査役は、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べるとと

もに、取締役及び使用人の職務の執行における法令・定款等の遵守状況を監

視します。

　監査役を通報窓口とする内部通報制度を整備し、法令・定款等の違反行為

を未然に防止するとともに、違反行為が発生した場合には、迅速に情報を把

握し、その対処に努めます。

　財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他関連法令に従

い、財務報告に係る内部統制の整備、運用を行います。

　反社会的勢力を断固として排除、遮断することを全社に周知徹底し、反社

会的勢力による不当要求がされた場合には、総務部門を対処部署とし、警察

等の外部専門機関と緊密に連携を持ちながら対処します。
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②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書その他の取締役の職務

の執行に関わる文書等は、法令及び文書記録管理規則に基づき、適切に保

存、管理を行います。取締役会議事録、執行役員会議事録及びそれぞれに付

議された資料等をデータベース化し、取締役及び監査役が、これらの情報を

必要に応じて随時閲覧できる体制とします。

　会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設けるとと

もに、取締役は、開示すべき情報を迅速かつ網羅的に収集した上で、法令等

に従い適切に開示します。

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリス

ク管理・コンプライアンス規則を定め、リスクの低減と防止のための活動及

び危機発生に備えた体制整備を行います。

　当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則に基づきリスク・コ

ンプライアンス委員会を設置し、各部・工場よりリスク管理に関わる事項の

報告を受け審議するとともに、重要な事項については当社の取締役会に付議

又は報告し、審議、決定する体制とします。

　大規模災害の発生に備え、災害時緊急対応マニュアルを制定し、迅速かつ

適切な情報伝達と緊急体制を整備します。

④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を図

り、その業務執行責任を明確化します。

　決裁規則を定め、重要性に応じた意思決定を行い、また、執行役員会を設

置する等、意思決定を迅速化します。執行役員会は代表取締役社長の業務執

行を補佐するため、検討・決議を行います。

　会社の組織機能や運営基準を経営組織規則及びグループ職務分掌規則に

定め、業務を効率的に遂行します。

　取締役会は、中期経営計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定及

びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、年度ごとの目標を設定

し、実績を管理します。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、グループ会社管理規則を定め、子会社の自主性を尊重しつつ子会

社の当社に対する報告体制を明確にするとともに、決裁規則に基づき、当社

における事前承認事項及び報告事項を明確にし、その執行状況をモニタリン

グします。

　子会社は、経営目標や経営課題の達成状況をグループ経営会議において当

社に対し報告し、子会社の経営状況、重要課題の遂行状況が適宜把握できる

体制とします。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリス

ク管理・コンプライアンス規則を定め、グループ内で発生することが想定さ

れるリスクを把握し管理する体制を整備します。

　子会社は、リスク管理に関わる事項をリスク・コンプライアンス委員会へ

報告し、重要な事項については当社の取締役会において報告、審議する体制

とします。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

　当社は、必要に応じて当社取締役及び使用人を子会社に派遣し、子会社の

取締役の効率的な業務執行を監督します。

　子会社の意思決定について、グループ会社管理規則及び決裁規則に明文化

し、それぞれ重要性に応じた意思決定を行います。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

　当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアン

ス基本理念及びそれを具体化したコンプライアンス行動指針を定め、子会社

の取締役等及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周知徹

底します。

　子会社はコンプライアンスに関わる事項をリスク・コンプライアンス委員

会へ報告し、重要な事項については、当社の取締役会において、報告、審議

する体制とします。
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⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に関

する事項及び当社の監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項

　監査役は、内部監査部門の要員に対し、補助者として監査業務の補助を行

うよう命ずることができます。監査役よりその職務を補助すべきその他の

補助者の配置の求めがあった場合は、監査役と協議のうえ人選を行います。

　監査役の補助者に関する人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査

役会の了解を得るものとします。

　監査役の補助者は、その職務を遂行するに当たって、監査役の指揮、命令

にのみ服します。

⑦当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会

社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告をするための体制並びにこれらの報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求められ

た場合、会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を発見し

た場合は、直ちに監査役に報告します。

　当社は、監査役を通報窓口とする内部通報制度の運用により、法令、定款

又は社内規則に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の重大な問

題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保します。

　子会社の取締役等及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実又はそ

のおそれのある事実を発見した場合は、直ちに直接又は当社の子会社担当部

署を通じて当社の監査役に報告します。

　当社は、内部通報制度の適用先に重要な子会社を含め、子会社における法

令、定款又は社内規則に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の

重大な問題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保しま

す。

　監査役は、当社及び子会社の取締役等又は使用人から得た情報について、

第三者に対する報告義務を負いません。

　社内通報規則に基づき、内部通報をした者が当該報告をしたことを理由と

して不利な取扱いを受けないことを当社及び内部通報制度が適用される重

要な子会社に明示し、周知徹底します。
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⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求

をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役が、取締役会、執行役員会及びグループ経営会議その他の重要な会

議に出席し、意見を述べることができる体制を確保します。

　監査役が、代表取締役、社外取締役、会計監査人、内部監査部門とそれぞ

れ適宜に意見交換できる体制を確保します。

(7) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制について

の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

①当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

　コンプライアンス重視の企業風土の一層の醸成を目指して、当社及びグル

ープ各社の取締役及び使用人に対し、当社グループのコンプライアンスに係

る基本方針であるコンプライアンス基本理念やそれを具体化したコンプラ

イアンス行動指針について、その主要部分を掲載した「グループ行動指針」

（小冊子）を配布するなど、その浸透を図りました。

　弁護士を講師として役員向けのコンプライアンス研修を実施し、また、当

社グループ国内各社の使用人を対象に、コンプライアンス行動指針に関する

勉強会を実施しました。

　代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を四半期

ごとに開催し、社内通報やリスク管理・コンプライアンスに関する重要事項

に関し、各所管部署から報告を受け、対応を検討しました。また、半期ごと

に取締役会に対し、コンプライアンスの状況やコンプライアンスリスクの管

理状況について報告を行いました。

　業務監査室による労務や情報管理等の内部監査を実施し、その結果を定期

的にリスク・コンプライアンス委員会及び取締役会に報告しました。
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　取締役会の監督機能の強化を目指し、取締役会の下部委員会として社外取

締役を委員長とする任意の指名委員会を適宜開催しました。

　４件の社内通報が寄せられましたが、すべて軽微な内容で適正に処理を行

いました。

　反社会的勢力を断固として排除、遮断することを全社に周知徹底するとと

もに、反社会的勢力への対応をコンプライアンスリスクとしてとらえ、リス

ク・コンプライアンス委員会にて検討を行い、取引先との購買基本契約や秘

密保持契約に反社会的勢力排除条項を追加するなどの対応を行いました。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に関わる文書等は、所管部署が適切に保存、管理を行

いました。また、株主総会議事録、取締役会議事録、執行役員会議事録及び

それぞれに付議された資料等をデータベース化し、取締役及び監査役は、こ

れらの情報を必要に応じて閲覧しました。

③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を行い、リスクの低

減と防止のための活動及び危機発生に備えた体制整備に努めました。

代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を四半期

ごとに開催し、リスク管理に関する重要事項に関し、各所管部署から報告を

受け、対応を検討しました。また、半年ごとに取締役会に対し、リスク管理

の状況について報告を行いました。

　大規模災害の発生に備え、部品材料等のサプライチェーンの状況につい

て、適宜把握・管理できる体制を整備し、運用しました。また、大規模地震

の発生を想定した避難訓練を本社及び工場にて実施しました。

④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　執行役員制度により、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を図

り、その業務執行の責任を明確化しました。また、決裁規則を定め、重要性

に応じた意思決定を行う等、意思決定を迅速化しました。

　取締役会は、中期経営計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定及

びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、年度ごとの目標を設定

し、実績を管理しました。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、グループ会社管理規則を定め、子会社の自主性を尊重しつつ子会

社の当社に対する報告体制・報告事項を明確にしており、子会社の重要な意

思決定については、当社の決裁規則に基づき、当社の所管部署を通じて、事

前承認申請又は報告を受けました。

　また、子会社は、経営目標や経営課題の達成状況を、当社が原則として四

半期ごとに開催するグループ経営会議その他の会議において報告しました。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　子会社は、リスク管理の状況を、必要に応じ当社のリスク・コンプライア

ンス委員会に報告しました。

　また、子会社のリスク管理に関する事項のうち重要なものを、当社は取締

役会に報告しました。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

　当社の取締役及び幹部社員を子会社に派遣し、取締役や主要な管理職に就

任させることにより、子会社の取締役の効率的な業務執行を監督、補助しま

した。

　子会社はその意思決定に当たり、当社のグループ会社管理規則及び決裁規

則に基づき、所管部署を通じて、重要性に応じ事前承認申請又は報告を行い

ました。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

　コンプライアンス重視の企業風土の一層の醸成を目指して、グループ各社

の取締役及び使用人に対し、当社グループのコンプライアンスに係る基本方

針であるコンプライアンス基本理念やそれを具体化したコンプライアンス

行動指針などについて、その主要部分を掲載した「グループ行動指針」（小

冊子）を現地語に翻訳、配布するなど、その浸透を図りました。

　子会社は、コンプライアンスの状況を、必要に応じ当社のリスク・コンプ

ライアンス委員会に報告しました。
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　子会社のコンプライアンスに関する事項のうち重要なものを、当社は取締

役会に報告しました。

⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に関

する事項及び当社の監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項

　監査役から特段の要請はありませんでした。

⑦当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会

社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査

役に報告をするための体制並びにこれらの報告をした者が当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社又は子会社の取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況につい

て報告を求められた事項について、速やかに監査役に報告しました。

　監査役を通報窓口とする社内通報制度の運用により、社内通報に関し、監

査役への適切な報告体制を確保しました。社内通報規則に基づき、社内通報

をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこ

とをすべての使用人に対し周知徹底を図りました。

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

　監査役の職務の執行について生じた費用について、監査役の請求に基づき

速やかに処理を行いました。

⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会、執行役員会及びグループ経営会議その他の重要な会

議に出席し、必要に応じ意見を述べました。また、監査役は、代表取締役社

長、社外取締役、会計監査人、業務監査室長とそれぞれ適宜に意見交換を行

いました。

　監査役会の要請により、監査役会、監査役会と会計監査人との意見交換、

監査役会と社外取締役との意見交換の開催時に業務監査室長が同席するな

ど、監査役に対し、コンプライアンスやリスク管理の状況、内部監査の状

況、財務報告に係る内部統制の評価状況等について、業務監査室長が適宜情

報提供や意見交換を行いました。

－ 27 －

業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要



　(8) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要課題のひとつと位置

付け、長期的に安定した収益基盤・健全で効率的な財務基盤を確立した上

で、安定配当の継続と収益状況に応じた利益還元をすることを基本方針とし

ております。

　上記方針のもと、剰余金の配当は、親会社株主に帰属する当期純利益を基

準に、中長期的な収益状況を勘案した上で、配当性向30％を目安としてまい

ります。

　なお、当事業年度の期末配当金につきましては、2020年５月22日開催の取

締役会において、受注動向が当初の計画を下回る見通しとなったことと、品

質関連費用を主因とする諸経費の増加などをおりこむことから、１株につき

普通配当６円とさせていただきました。

　すでに2019年12月４日に実施済みの中間配当金１株当たり６円と合わせ

まして、年間配当金は１株当たり12円となります。

(9) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 22,717 流 動 負 債 16,685

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

た な 卸 資 産

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

〔有 形 固 定 資 産〕

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

〔無 形 固 定 資 産〕

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

〔投資その他の資産〕

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,919

12,801

815

5,106

149

934

△9

26,232

21,119

5,069

10,204

3,377

1,357

1,110

544

185

298

60

4,568

1,672

1,466

1,253

192

△15

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,121

電 子 記 録 債 務 2,595

短 期 借 入 金 7,320

リ ー ス 債 務 227

未 払 法 人 税 等 110

賞 与 引 当 金 590

製 品 保 証 引 当 金 66

役 員 株 式 給 付 引 当 金 10

設 備 関 係 支 払 手 形 219

そ の 他 1,423

固 定 負 債 6,813

長 期 借 入 金 2,304

リ ー ス 債 務 347

繰 延 税 金 負 債 791

退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,153

そ の 他 216

負 債 合 計 23,499

純 資 産 の 部

株 主 資 本 24,976

資 本 金 4,617

資 本 剰 余 金 264

利 益 剰 余 金 20,561

自 己 株 式 △466

その他の包括利益累計額 109

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 38

土 地 再 評 価 差 額 金 64

為 替 換 算 調 整 勘 定 396

退職給付に係る調整累計額 △390

非支配株主持分 363

純 資 産 合 計 25,449

資 産 合 計 48,949 負債・純資産合計 48,949
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 51,340

売 上 原 価 45,413

売 上 総 利 益 5,927

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,665

営 業 利 益 1,261

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3

受 取 配 当 金 78

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 126

そ の 他 105 314

営 業 外 費 用

支 払 利 息 215

為 替 差 損 62

支 払 補 償 費 301

そ の 他 51 631

経 常 利 益 944

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5 5

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 2

固 定 資 産 廃 棄 損 9

関 係 会 社 株 式 評 価 損 117

減 損 損 失 3,632 3,761

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △2,811

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 215

過 年 度 法 人 税 等 △26

法 人 税 等 調 整 額 81 271

当 期 純 損 失 （ △ ） △3,082

非支配株主に帰属する当期純利益 34

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △3,116
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連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 4,617 264 24,518 △37 29,363

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △527 △527

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

△3,116 △3,116

自 己 株 式 の 取 得 △429 △429

土地再評価差額金の取崩 △456 △456

連結範囲の変更に伴う
増 減 高

143 143

株 主 資 本 以 外 の
項目の当連結会計年度変動額
( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － △3,957 △429 △4,386

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,617 264 20,561 △466 24,976

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土 地 再 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,021 △392 962 △415 1,175 408 30,947

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △527

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

△3,116

自 己 株 式 の 取 得 △429

土地再評価差額金の取崩 △456

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減

143

株 主 資 本 以 外 の
項目の当連結会計年度変動額
( 純 額 ）

△982 456 △565 25 △1,065 △44 △1,110

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △982 456 △565 25 △1,065 △44 △5,497

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 38 64 396 △390 109 363 25,449

－ 31 －

連結株主資本等変動計算書



貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

〔有 形 固 定 資 産〕

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

〔無 形 固 定 資 産〕

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

〔投資その他の資産〕

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 社 債

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,735

1,497

23

536

7,153

994

43

1,239

133

99

14

16,570

1,656

776

102

286

0

72

406

12

43

40

3

14,870

1,646

5,576

683

2,183

4,873

521

158

△772

流 動 負 債 9,254

支 払 手 形 9

電 子 記 録 債 務 2,595

買 掛 金 2,753

短 期 借 入 金 2,490

１年以内に返済予定の長期借入金 499

リ ー ス 債 務 48

未 払 金 336

未 払 費 用 142

未 払 法 人 税 等 23

預 り 金 27

賞 与 引 当 金 179

製 品 保 証 引 当 金 19

役 員 株 式 給 付 引 当 金 10

設 備 関 係 支 払 手 形 105

そ の 他 13

固 定 負 債 2,026

長 期 借 入 金 1,040

リ ー ス 債 務 94

退 職 給 付 引 当 金 891

負 債 合 計 11,280

純 資 産 の 部

株 主 資 本 16,988

資 本 金 4,617

資 本 剰 余 金 250

資 本 準 備 金 250

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 12,588

利 益 準 備 金 548

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,040

特 別 償 却 準 備 金 114

別 途 積 立 金 2,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,925

自 己 株 式 △466

評価・換算差額等 36

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 36

純 資 産 合 計 17,025

資 産 合 計 28,306 負債・純資産合計 28,306
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損　益　計　算　書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 28,200

売 上 原 価 26,601

売 上 総 利 益 1,599

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,685

営 業 損 失 （ △ ） △85

営 業 外 収 益

受 取 利 息 29

受 取 配 当 金 1,025

そ の 他 58 1,112

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13

支 払 手 数 料 14

為 替 差 損 47

支 払 補 償 費 301

そ の 他 13 390

経 常 利 益 636

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4 4

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 0

関 係 会 社 株 式 評 価 損 803

減 損 損 失 3,457

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5 4,266

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △3,625

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △129

過 年 度 法 人 税 △23

法 人 税 等 調 整 額 △165 △318

当 期 純 損 失 （ △ ） △3,306
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株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特別償却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,617 250 0 495 68 2,000 14,315 △37 21,708

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 52 △52 －

特別償却準備
金 の 積 立

45 △45 －

剰余金の配当 △527 △527

当 期 純 損 失
（ △ ）

△3,306 △3,306

土地再評価差額金
の 取 崩

△456 △456

自己株式の取得 △429 △429

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 － － － 52 45 － △4,389 △429 △4,720

当 期 末 残 高 4,617 250 0 548 114 2,000 9,925 △466 16,988

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,018 △456 561 22,270

当 期 変 動 額

利益準備金の積立 －

特別償却準備
金 の 積 立

－

剰余金の配当 △527

当 期 純 損 失
（ △ ）

△3,306

土地再評価差額金
の 取 崩

△456

自己株式の取得 △429

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△981 456 △524 △524

当 期 変 動 額 △981 456 △524 △5,244

当 期 末 残 高 36 － 36 17,025
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ＴＢＫ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 端 美 穂 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江 森 祐 浩 

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＴＢＫの2019年４月１日か

ら2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社ＴＢＫ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお

いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又

は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合

は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表

示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

るかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十

分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及

び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ＴＢＫ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 端 美 穂 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江 森 祐 浩 

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＴＢＫの2019年４月

１日から2020年３月31日までの第84期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と

いう。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計

算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、

構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第84期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監
査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の
監査方針、監査計画等に従い、取締役、執行役員、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会、執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用
人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
国内子会社の取締役会に出席するとともに、海外を含む子会社の取締
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役
等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　2020年５月22日

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ 　 　 監 査 役 会

常勤監査役 福 本 啓 介 
監 査 役 大 塚 啓 一 
監 査 役 遠 山 　 彰 

（注）常勤監査役福本啓介、監査役大塚啓一及び監査役遠山彰は、会社法第

２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役５名選任の件

現在の取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、１名減員の取締役５名の選任をお願いする

ものであります。

その候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

１

きし たか あき

岸 高 明

(1953年７月１日生)

再任

1977年10月　当社入社

2008年６月　当社執行役員品質保証部長、品質管

理部担当

2009年10月　当社執行役員営業部長

2012年６月　当社取締役執行役員第一営業部長、

第二営業部担当

2013年４月　当社取締役常務執行役員第一営業部

長、国内事業部門統括

2014年４月　当社代表取締役社長

　　　　　　現在に至る

34,900株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2019年度）

18回／18回（100％）

<選任理由>

岸高明氏は、当社の代表取締役社長を務め、取締役会の決議を執行し、会社の業務を統

括しております。2014年４月に代表取締役社長に就任以来、売上高の拡大に努めるな

ど、豊富な経験と知見を有しており、当社グループの経営の推進とコーポレートガバナ

ンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者としたものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

２

やま だ けん じ

山 田 健 次

(1955年５月29日生)

再任

2010年４月　当社入社

2010年８月　当社執行役員総務部長

2013年６月　当社取締役執行役員総務部長、業務

監査室担当

2016年４月　当社取締役常務執行役員総務部長、

企画・管理部門統括

2017年４月　当社取締役常務執行役員、企画・管

理部門統括

2019年４月　当社取締役常務執行役員、企画・管

理部門統括、事業戦略推進室担当

　　　　　　現在に至る

25,600株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2019年度）

18回／18回（100％）

<選任理由>

山田健次氏は、当社及び銀行での経営企画部門及びリスク・コンプライアンス部門の責

任者を務めるなど、経営及び財務、コンプライアンスの豊富な経験・実績・知見を有し

ており、当社グループの経営の推進及びコーポレートガバナンスの強化に適任であると

判断し、取締役候補者としたものであります。

３

たき ぐち とし ひさ

滝 口 利 久

(1961年１月７日生)

新任

1979年３月　東京精工株式会社入社

2011年６月　同社製造部長

2014年１月　TBKK（Thailand）Co.,Ltd常務取締役

2018年４月　当社執行役員、TBKK（Thailand）

Co.,Ltd常務取締役

2018年10月　当社執行役員、東京精工株式会社代

表取締役社長、同社技術担当

2020年４月　当社執行役員、国内・海外工場統括、

国内・海外技術部門統括、福島工場

長、製造部長、生産管理部・生産準

備室・TPS推進室担当

　　　　　　現在に至る

4,200株

<選任理由>

滝口利久氏は、製造部門、技術部門での幅広い経験を有するとともに、当社グループ会

社であるTBKK（Thailand）Co.,Ltdの役員を務めるなど、企業経営に関する経験・実績・

知見を有しており、当社グループの生産性及び品質の向上などに適任であると判断し、

取締役候補者としたものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

４

やま ざき まさ ゆき

山 崎 正 之

(1947年９月16日生)

再任 社外

独立役員

1970年４月　株式会社太陽銀行入行

1998年６月　株式会社さくら銀行取締役

2001年４月　株式会社わかしお銀行常務取締役

2003年３月　SMBC融資事務サービス株式会社代表

取締役社長

2011年４月　学校法人東京女子医科大学理事

2013年６月　岩崎電気株式会社社外監査役

2015年６月　当社取締役

　　　　　　現在に至る

5,900株

<取締役会の出席回数及び出席率>（2019年度）

18回／18回（100％）

<選任理由>

山崎正之氏は、銀行及び事業会社において、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い知

識と見識をもとに、独立した立場から取締役の職務の執行を監督することにより、的確

な提言・助言を行っており、取締役会の機能強化及びコーポレートガバナンスに資する

ところは大きいと判断し、社外取締役候補者としたものであります。

５

ち よ だ ゆう こ

千 代 田 有 子

(1961年１月14日生)

新任 社外

独立役員

1992年４月　司法研修所入所

1994年４月　弁護士登録

2002年１月　千代田法律事務所代表（現任）

2016年６月　クリナップ株式会社社外取締役（現任）

2018年６月　株式会社廣済堂社外取締役

　　　　　　現在に至る

(重要な兼職の状況）

千代田法律事務所代表

クリナップ株式会社社外取締役

0株

<選任理由>

千代田有子氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、長年弁護士として実務

に携わっており、国内のみならずアメリカでの企業法務における豊富な経験や実績、幅

広い知識と見識をもとに、独立した立場から取締役の職務の執行を監督することによ

り、取締役会の機能強化及びコーポレートガバナンスに資するところは大きいと判断

し、社外取締役候補者としたものであります。
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（注）　１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　　２．山崎正之氏及び千代田有子氏は、社外取締役候補者であります。

　　　　３．山崎正之氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって５年となります。

　　　　４．当社は、山崎正之氏との間で、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結し

ております。当該契約に基づく賠償責任限度額は100万円又は会社法第425条第１項

に定める 低責任限度額のいずれか高い額としており、山崎正之氏の再任が承認さ

れた場合、当該契約を継続する予定であります。また、千代田有子氏が選任された

場合、当社と同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　　５．当社は、山崎正之氏を東京証券取引所の規定に基づく独立役員として届け出ており

ます。また、千代田有子氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満

たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

　　　　６．千代田有子氏の戸籍上の氏名は、中嶌有子であります。
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第２号議案　監査役３名選任の件

　現在の監査役全員(３名)は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

１

ふか や たつ ひろ

深 谷 達 大

(1960年９月25日生)

新任 社外

独立役員

1983年４月　朝日生命保険相互会社入社

2004年７月　同社コンプライアンス統括ユニッ

トゼネラルマネージャー

2011年４月　同社事業費会計ユニットゼネラル

マネージャー

2013年４月　同社財務ユニットゼネラルマネー

ジャー

2016年６月　朝日ライフアセットマネジメント

株式会社常勤監査役

現在に至る

0株

<選任理由>

深谷達大氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、生命保険会社における法務・

コンプライアンス及び財務・会計に関する豊富な経験を有し、また、同社子会社において常

勤監査役を務めていることから、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できる

と判断し、社外監査役候補者としております。

２

おお つか けい いち

大 塚 啓 一

(1955年10月８日生)

再任 社外

独立役員

1978年11月　プライスウォーターハウス会計事務所

入所

1982年８月　公認会計士登録

1998年７月　青山監査法人代表社員

2006年９月　あらた監査法人代表社員

　　　　　　(現PwCあらた有限責任監査法人)

2016年６月　当社監査役

2016年７月　大塚公認会計士事務所代表（現任）

現在に至る

(重要な兼職の状況）

大塚公認会計士事務所代表

0株

<取締役会の出席回数及び出席率>　<監査役会の出席回数及び出席率>（2019年度）

18回／18回（100％）　　　　　 　15回／15回（100％）

<選任理由>

大塚啓一氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、公認会計士として、財務・会

計に関する専門的かつ高い知見、会計監査業務を通じた幅広い経験を有していることから、

客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できると判断し、社外監査役候補者とし

ております。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

３

とお やま あきら

遠 山 彰

(1962年８月２日生)

再任 社外

独立役員

1986年４月　東洋信託銀行株式会社入社

　　　　　　(現三菱UFJ信託銀行株式会社）

2007年10月　三菱UFJ信託銀行株式会社宮崎支店長

2010年４月　同社人事部副部長

2012年４月　同社吉祥寺支店長

2014年４月　同社プライベートバンキング営

業部長

2014年６月　同社執行役員プライベートバン

キング営業部長

2016年６月　菱信ディーシーカード株式会社

代表取締役社長

2018年４月　菱信データ株式会社代表取締役

社長（現任）

2018年６月　当社監査役

現在に至る

(重要な兼職の状況）

菱信データ株式会社代表取締役社長

0株

<取締役会の出席回数及び出席率>　<監査役会の出席回数及び出席率>（2019年度）

18回／18回（100％）　　　　　 　15回／15回（100％）

<選任理由>

遠山彰氏は、長年にわたり金融機関に携わり、企業経営等の経験、幅広い知識と見識を

有していることから、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できると判断

し、社外監査役候補者としております。

（注）　１．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

　　　　２．深谷達大氏、大塚啓一氏及び遠山彰氏は、社外監査役候補者であります。

　　　　３．大塚啓一氏及び遠山彰氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役と

しての在任期間は、本総会の終結の時をもって大塚啓一氏が４年、遠山彰氏が２年

となります。

　　　　４．当社は、大塚啓一氏及び遠山彰氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同

法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が定める額のいずれか高い額として

おり、大塚啓一氏及び遠山彰氏が選任された場合は、同様の責任限定契約を継続す

る予定であります。また、深谷達大氏が選任された場合、当社と同氏との間で同様

の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　　５．大塚啓一氏及び遠山彰氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出

ております。また、深谷達大氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件

を満たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　第83回定時株主総会における補欠監査役の選任の効力は本総会の開始の

時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことにな

る場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　その候補者は次のとおりであります。

氏　　　　　名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る 当
社 の 株 式 数

ふく もと けい すけ

福 本 啓 介

(1959年３月６日生)

1982年４月　朝日生命保険相互会社入社

2009年４月　同社内部監査ユニットゼネラルマネ

ージャー

2012年４月　同社総務ユニットゼネラルマネージ

ャー

2014年４月　朝日ライフアセットマネジメント株

式会社常務執行役員

2016年６月　当社監査役

　　　　　　現在に至る

900株

<選任理由>

福本啓介氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、当社において常勤監査役を務め

ており、また、生命保険会社においても、内部監査業務に従事し、コーポレートガバナンスに

関する幅広い知識と見識を有していることから、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行

を監査できると判断し、補欠の社外監査役候補者としております。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．福本啓介氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．当社は、福本啓介氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、補欠監査役の選任が承認

され、同氏が監査役に就任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項に

基づき、100万円又は会社法第425条第１項に定める 低責任限度額のいずれか高い額

を限度として賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

４．福本啓介氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって４年となります。

５．福本啓介氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。な

お、補欠監査役の選任が承認され、同氏が監査役に就任された場合、同氏は、東京証

券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同取引所に

届け出る予定であります。

以　上
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田
駅

ＪＲ町田駅至八王子 　　　至横浜

ベストウェスタン　レンブラントホテル東京町田
（町田中央図書館併設）

町田東急ツインズ

コンビニ

ターミナル口

ミーナ
町田

まちだターミナル
パーキング

〔 寄駅〕

ＪＲ横浜線　町田駅（ターミナル口）から徒歩２分

小田急線　町田駅から徒歩約10分

昨年まで株主総会終了後にお土産をご用意しておりましたが、諸般の事情に

より、本総会より廃止させていただくこととなりました。何卒ご理解いただき

ますようお願い申しあげます。

地図


